
事業費

事業ごとの
財源内訳

全体事業費の
財源内訳

参考　新庁舎建設事業財源内訳（実質負担額算出）

 その他
（設計・備品・移転費等）

187,000千円

                            　　　新庁舎建設工事費（建築主体・電気・機械）
                            　　　地中熱導入工事費（システム導入費）
                            　　　外構工事費 66,000千円

公共施設等適正管理推進事業債（公適債）

（交付税措置あり）

580,000千円

公適債

（交付税措置なし）

116,000千円

庁舎整備

基金

377,000千円

実質負担額

1,126,500千円

内560,000千円は起債のため

５年元金据置２５年償還で支払う

元利年賦 ２千６百万円ほど

庁舎整備

基金

500,000千円

地中熱ｼｽﾃﾑ導入費

補助金

231,000千円

防災・減災・国土

強靭化事業債

（交付税措置あり）

77,000千円

一般財源

8,000千円

庁舎整備

基金

123,000千円

一般財源

58,500千円

地中熱ｼｽﾃﾑ導入費

補助金

236,500千円

公共施設等適正管理推進事業債（公適債）

防災・減災・国土強靭化事業債

560,000千円

一般財源

66,500千円

・「全体事業費の財源内訳」の交付税措置額は、起債（借金）の一部（元利償還金の３０％・５０％）が普通交付税により国から補てんされる

ことからその相当額を記載

・公適債（公共施設等適正管理推進事業債）：充当率（借入限度）は９０％でその内７５％分に交付税が措置（３０％）

・防災・減災・国土強靭化事業債：充当率（借入限度）は１００％でそのすべてに交付税が措置（５０％）

1,323,000千円

（交付税措置30%）

(174,000千円)

（交付税措置50%）

(39,000千円)

地中熱ｼｽﾃﾑ導入費

補助金

5,500千円

（交付税措置30%）

(174,000千円)

（交付税措置50%）

(39,000千円)


